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Abstract 
It would be safe to say that the Pact of Punto Fijo, signed by the leaders of AD, COPEI and URD 
in1958, consolidated the democracy of Venezuela for over 30 years. This is because they learned 
the lessons of “trienio”; especially Betancourt, learned “conciliation, compromise and prudence.” 
“Compromise” was particularly important. It may be annoying to compare the cases of Venezuela 
and Egypt, but it might be right to say that the Muslim Brotherhood has not have the willingness to 
compromise. This is why they failed to build up a circle of friends in the course of transition. 
  
はじめに 
 この論文は民主化のエージェンシー理論を考慮に
入れながら、ベネズエラの 1958 年の AD（民主行動
党）,COPEI（キリスト教社会党）,URD（民主共和国
ユニオン）のリーダーたちにより結ばれたプントフ
ィホ協定を考察し、トリエニオの失敗を学習したこ
とから、民主主義が安定した経緯を辿る。後に、「学
習のし過ぎ」との批判が出るが、本稿ではその点に
は踏み込まず、もっぱら民主化の移行を考える。「妥
協」が民主化の鍵であり、これによりコーポラティ
スト国家を作ることが可能となったが、それを支え
たのは石油であった。 
べネズエラの民主化の移行期を考察した後、ムバ
ラク退陣後のエジプトを比較する。同胞団は軍との
妥協、つまり憲法の中でシビリアンコントロールを
放棄することまで許し、大きく妥協した。さらに移
行期は深刻な資金不足に陥っていた。ただ、同胞団
は移行期にあって、仲間をつくろうとはせず、クー 
 
デター後に誰も同胞団に支援しようとはしなかった。
軍との妥協は必要ではあったが、リベラル、青年勢
力、野党との妥協も必要だったのだ。 
 
§１. 成功か失敗か 
多くの人々を熱狂させた「アラブの春」が過ぎて、
「イスラムの冬」を迎えている今、何故「アラブの
春」が失敗したのかと考えざるを得ない。移行期に
パクト（協定）があるのがよいのか、なくても結果
に大差はないのかについては、意見が分かれる。オ
ドネルとシュミッターは次のように書いている。「し
かし、（後述する）コスタリカの例外はあっても他の
ラテンアメリカの国において、様々な時代にあった
パクトのない民主主義国家のすべては権威主義の逆
戻りにより壊されたというのは注目に値する。こう
いう民主主義と権威主義の交替の社会的コストはベ
ネズエラとコロンビアのパクトのある民主主義国家
の社会的コストと同じくらい悪いか、あるいはもっ
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と悪いということも又、注目に値する」（1）。悩まし
い歴史ではあるが、ここではベネズエラの 1958年以
降のパクトのある民主制を考察し、それが 30 年以上
も続き、定期的に選挙し、政権交代が民主的に行わ
れたことに注目したい。 
 パクトとは「合意に至るアクターたちの『死活的
な利益』をお互いに保証することを基にして、権力
の行使を律するルールを定義（あるいはより良く再
定義）しようとする選ばれたアクターたちの間での、
明確ではあっても、常に公的に説明されたり、正当
化されるわけではない合意のこと」とされる（2）。こ
れは移行期においてゲームのルールを作ることで、
「不確定性の程度を制限」し、これにより民主主義
の安定をはかるものである（3）。従って、ゲームの参
加者がお互いの利益が保証されていることから、パ
クトを守ることが肝要となる。ベネズエラの 1958
年のプントフィホ協定ははっきりした協定で、労働
者、資本家、教会を国家がまとめて多極共存を目指
すものであった。ジェニファー・マコイはプシェボ
エルスキーを引用して、「私有財産、所得の分配、強
い国家の組み合わせは、ほとんど誰にとっても、理
想のセットのように見える」と書いている（4）。プシ
ェボエルスキーには、ベネズエラは理想のコーポラ
ティスト国家に見えたことだろう。 
 しかしながら、1989年のカラカス暴動、1992 年の
2 回に及ぶクーデター未遂あたりから、ベネズエラ
に民主主義をもたらしたプントフィホ協定には毀誉
褒貶が付きまとうことになった。スティーブ・エル
ナーは、1989年までは政治学者はベネズエラの政党
制は理想的だと考えていたと言う。だから、ベネズ
エラはラテンアメリカの他の国と違うのだと。エル
ナーが指摘するその特徴とは、①「イデオロギーの
違いが最少である 2大政党制」、②「超国家主義のレ
トリックを避けた政治リーダーが民主主義に関与し
た」、③「過去の経験から学んで、党派的態度をやめ、
政党間の協定を形成した成熟した政治リーダーシッ
プ」、④「主に中間階級にリーダーシップをとった複
数の階級で構成される主な政党」、⑤「AD、COPEIの
中での政党の訓練についての強調」、⑥「下位の提携
パートナーとその他小政党に対して魅力的な機会を
提供できるほど十分開かれている政治システム」、⑦
「野心的なリーダーのための手段というよりも高度
に制度化された政党」、以上である。だから、ベネズ
エラの民主主義は西欧の民主主義に匹敵すると考え
ていたという訳である。そこで 1989 年の暴動、92
年のチャベスのクーデター未遂など起こるはずない
と多くのベネズエラ人は戸惑い、結局、ベネズエラ
はヨーロッパにあるのではなく、南米にあるのだと
納得していく、と言う（5）。 
 パクトを守るという大前提を抱えることで、時間
の経過とともに、ADと COPEI の政策の違いが小さく
なっていき、1990 年代までに政党制が硬直化したと
考えられる。そこで、ペレスの新自由主義的な政策
――これはコーポラティスト国家を壊すようなもの
だが――にはじき出された人が多くいたにもかかわ
らず、政治が硬直してきたが故に救えなかった。そ
こで、暴動、クーデター未遂が起こった。つまり、
パクトの大枠を守ろうとして修正せずに来たことが、
崩壊をもたらしてしまったということだろう。例え
ば、坂口安紀は 1980年代以降の貧困、所得格差の拡
大を挙げ、「インフォーマル部門の労働者が労働人口
の過半数を占めるようになった」と書いている（6）。
そこで、1993 年の大統領選挙で 2 大政党制は壊れ、
その崩壊の決定打は 1998年のチャベスの MVR（第 5
共和国運動）がベネズエラの第 1 党になった時だと
考えられる。AD が体制化し、また穏健化したことで、
チャベスは CTV（ベネズエラ労働総同盟）を「労働
エリート」と批判した（7）。パクト付の民主主義が定
着し、さらにそれは硬直化した。つまり、成功が失
敗を導いたということだ。そこで、批判が始まり、
やがては初めから駄目だったという批判まで招いた。
例えば、クリスプらは「ベネズエラ専門家は、彼ら
は彼らで、上から達成された政党のパクトのエリー
ト主義的な性格は中央集権主義と排他的な政治機構
の一因となり、それは初めから国家の政治体制を駄
目にしたのだ」と言う（8）。この手の批判は数多くあ
り、「疎外のシステム」（9）、「凍結した」民主主義（10）、
「共犯者国家（トマス・ランデル）」（11）、「政党支配
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（partyarchy）（コペッジ）」、「制度化のし過ぎ（ダ
イヤモンド等）」、「学習のし過ぎ（マコイ等）」（12）等
のレッテルを貼られた。要するに、時代に適応でき
なかったパクトによる民主主義ということである。 
 
§２.トリエニオの失敗 
 では、プントフィホ協定に至るまで、時系列で追
ってみることにする。フアン・ヴィセンテ・ゴメス
は 1908年のクーデターにより政権を得、石油を利用
しながら、1935年に死ぬまで、27 年間独裁政権を続
けた。その後、エレアサール・ロペス・コントラレ
スが後を継ぎ、そのコントラレスはイサイアス・メ
ディナ・アンガリタを後継者に指名した。このメデ
ィナ・アンガリタは自由化を進め、AD と PCV（ベネ
ズエラ共産党）を合法化した。この時期に実業界は
FEDECAMARAS （ Federación de Cámaras y 
Asociacines de Comercio y Producción：ベネズエラ
版経団連）をつくっている。このメディナ・アンガ
リタは軍の青年将校団と AD メンバーにより 1945年
10 月に転覆させられた（13）。この青年将校団は 1943
年に Unión Patriótica Militar（軍愛国同盟）を結成し
たが、秘密裡にベネズエラの民主化と軍の職業人化
の誓いに署名し、1948年のクーデターに会い失脚す
るも、1958 年に至るまで、複数の政党の潜在的な味
方であった（14）。結党 2年目にして政権を担当するこ
とになった AD は、以後 3 年間政治を司る。この 3
年間をトリエニオ（trienio）という。AD 党首であっ
た「ロベロ・ベタンクールが書いたように、この協
定（筆者注：プントフィホ協定のこと）は、トリエ
ニオの間での極端な党派主義と激しい対立が軍介入
の扉を開けてしまったという思いを反映していた」
（15）。 地主と商人階級は AD を非常に恐れ、AD に
adeco (AD-Communist)とあだ名をつけた。このトリ
エニオ期に AD は組織された農民の数を 3,959 から
43,302 へ、合法的な労組を 252から 1,041へと増や
した（16）。AD は選挙で優勢であったことから、その
進歩的なイデオロギーを振りかざして実業界、カト
リックを威嚇した（17）。土地改革、教育の非宗教的管
理、外国の石油企業との利益配分など、従前の体制
を大きく変えようとした（18）。さらに教会と COPEI（キ
リスト教社会党）を遠ざけ、他の政党とも協議に失
敗し、潜在的な同盟者を追いたててしまった（19）。こ
れがトリエニオの失敗だった。参加させるという意
識が足りず、同盟者を作ろうとしなかった。ここが
エジプトの同胞団と似ている。AD政権は 3年政権に
就いた後で、1948年 11月 24 日に軍によるクーデタ
ーで転覆されてしまう。ベネズエラの民主化の移行
期とエジプトの民主化の移行期を比較するのはやや
唐突に見えるが、失敗の原因には共通した部分があ
るのだ。 
民主政権が安定するには仲間を作ることが肝要で
ある。その後の 10 年に及ぶ独裁制から学んだのが、
妥協が必要であるということだった。これがトリエ
ニオが残した教訓であり、「学習」であった。クーデ
ター後には、AD、URD（民主共和国ユニオン）のリー
ダーたちも亡命、国外追放となり、1958年の初めに
は COPEI のカルデラまで国外追放された。 
 
§３. ヒメネス逃亡、そして暫定政権 
 1948年末、デルガド・チャルバウド、ペレス・ヒ
メネス、ジョヴェラ・パエスによる軍事独裁政権が
始まった。デガルド・チャルバウドは軍内部の者か
ら 1950 年 11 月に暗殺され、ペレス・ヒメネスがそ
の後権力を握った。COPEIと URDは合法とされたが、
ADとPCVは非合法となった。ペレス・ヒメネスは1952
年 11 月の選挙で URD と COPEI の勝利を受け入れず、
選挙結果を拒否した。その後すぐ、URD のヴィジャ
ルバは国外追放となった（20）。 
 ペレス・ヒメネスの放漫財政、クローニー政治、
汚職、アメリカとの互恵通商条約による大量の輸入
品の流入、特にピオ 12世の教皇宣言以降の教会との
対立、エルナンデス神父の拘留、内務大臣からカラ
カス大司教への命令、政治警察（Seguridad Nacional）
による軍将校への内偵など、独裁政権の特徴が目に
ついた。軍内部はペレス・ヒメネスを諌めようとす
る高級将校と転覆を狙う MLN に分離したが、1958年
1 月の段階になって全軍に一致した意見は、軍の統
一をはかるためヒメネスは解任されるべしというも
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のだった。1958 年 1 月 10 日、愛国委員会（Junta 
Patriótica）は――これは 1957 年 6 月に設立された
政党の包括的な組織で、秘密裡にできた。当然、PCV
（ベネズエラ共産党）も加わり、そもそも PCV が抵
抗の指導的立場にあった――カラカスで一般市民に
デモを呼びかけた。1 月 12日、愛国委員会は自らが
一般市民を統合する組織とした。翌日、ヒメネスは
自らを国防大臣に任命。1月 21 日、愛国委員会はペ
レス・ヒメネスを追放するためのゼネストを呼びか
ける。教会もこれに加わり、正午に鐘を鳴らし、労
組もゼネストに参加した。軍は動かず、ゼネストを
封じ込めもしなかった。ここに来て、ペレス・ヒメ
ネスはほぼ全国民を敵に回し、1月 23 日早朝、ベネ
ズエラから国外に逃げ去った（21）。それに先立ち、1
月 20 日、AD のベタンクール、COPEIのカルデラ、URD
のヴィジャルバがニューヨークで会合を開いた（カ
ールによれば、エウヘニオ・メンドサもこの会談に
出席したと言っている）（22）。このニューヨーク会談
では「相互に受け入れられるパワーシェアリングの
原則を守り、軍により申し出られたいかなる移行協
定も拒否する」ことを決め、さらに共産党をパート
ナーシップを求めることから外すことにした――こ
れは愛国委員会を知ることなく決められたものだっ
た――（23）。 
 ペレス・ヒメネスが去った後、ウォルフガング・
ララサバル海軍大将が暫定政権を取ることになった。
しかし、愛国委員会が政府の中にヒメネス派の大佐
が二人にいることに抗議した。市民と政治警察との
対立で死者が 250名を超え、暫定政権はこの 2 名の
大佐を政府から外すことにした。愛国委員会は民主
的な選挙と引き換えに、事を荒立てないことを約し
た（24）。暫定政権は群衆の怒りを抑えねばならず、賃
金補助金と大規模な公共工事キャンペーンの緊急計
画を出した。2月 14 日、AD寄りの労組はこれを受け
入れた。さらに民間セクターにヒメネス時代に未払
いになっていた負債を支払うことにも暫定政権は合
意した。この緊急計画は石油収入により賄われた。
ここがエジプトと違うところだ。後述するが、移行
を安定させるにはお金が必要なのだが、エジプトの
政治勢力は IMF を含め、外国からの融資に反対した。
ベネズエラとエジプトとを比較すると、やはり石油
収入が移行安定の鍵の一部だったと考えてよい。 
 同年 3 月に、カラカスを訪れた米国副大統領ニク
ソンを、米国がヒメネスにビザを与えたことを理由
にデモ隊が取り囲んだ。これを見た暫定政権の国防
大臣のカステロ・レオンはクーデターを試みようと
した。しかし、カルデラ、ヴィジャルバ、メンドサ
によって、ADを排除しようとしても一般市民の支持
は得られないと説き伏せられた。FEDECAMARAS
もクーデターをやるなら、国のすべての業務を停止
すると警告し、さらに愛国委員会もカステロ・レオ
ンに抗議し、30万人デモを仕掛け、加えて軍の上級
将校と部隊長もレオンの側につかなかった。これで
クーデターの試みは失敗した。つまり、右翼からも
左翼からも支持はなかったのである。ただ、同年中
はクーデターの脅威は残った。暫定政権は国内のク
ーデターだけでなく、アメリカからの介入も恐れた。
石油企業と敵対すれば、イランのように米国の介入
を招くと恐れたのである。さらに改革主義者のグア
テマラのアルベンス政権が米国により誘導され転覆
させられた（25）。暫定政権はこのようにことごとく内
憂外患を抱えるという状況にあった。 
 実は、同年 10 月 31日に締結されたプントフィホ
協定の前に、大事な協定が結ばれていた。同年 4 月
に結ばれた労働者雇用者和解協定（Pacto de 
Avenimiento Obrero-Patronal）である。暫定政権は
社会的混乱、クーデターの脅威から是が非でも資本
側と労働側からの合意が欲しかった。それが、
FEDECAMARAS と Comité Sindical Unificado との
間で結ばれた、この和解協定である。これを動かし
たのは政党だった。その狙いは、「資本家は民主的な
秩序を支持することを誓い、労働者は賃上げ要求を
抑制することを誓ったという階級和解」だった。具
体的には、「(a)民主的体制の定着、(b)団体交渉とい
う既存の手続きと労働省という組織に加えて、融和
的な方法で労働問題を解決するために対等の労働と
資本の代表から成る委員会の設立、(c)理由が解雇に
値しないのならば、従業員の職の保障を企業が守る
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こと、(d)両方の団体が労働協約と労働法を厳守する
こと」というものである（26）。つまり、プントフィホ
協定の前に労使間の大枠が政党のリーダーシップで
すでに始められていたのである。 
 
§４. プントフィホ協定 
 では、プントフィホ協定を概観してみよう。プン
トフィホは、COPEI のカルデラの邸宅からきた名前
で、1958 年 10 月 31 日に締結された。その大義は、
党派対立から民主主義を守るというものだが、署名
した者は誰もがその分け前にあずかることができる。
署名者は AD のロムロ・ベタンクール、COPEIのラフ
ァエル・カルデラ、URD のホビト・ヴィジャルバで
ある。当初はこの３党で連立を組み、ADのベタンク
ールは COPEI、URD に閣僚ポストを与えている。後、
1960年に URDはキューバ政策をめぐって対立し、政
権を去る。以後、1964 年に AD、69 年に COPEI、74
年に AD、79年 COPEI、83年 AD と政権交代し、88年
AD が政権をとったが、いずれにせよ 30 年以上にわ
たって選挙により政治を運営してきた。後述するが、
この間、ゲリラ運動があり、必ずしもすべて順調と
いう訳ではなかったにせよ、民主主義が定着したこ
とは認めてよい。このプントフィホ協定に共産党は
招かれなかった。ベタンクールは階級闘争という共
産党の考え方を否定していた。つまり、このパクト
には AD 以上の左派はいないということになる。「AD
首脳は、産業労働者は体制変化を導くにはあまりに
も小さく、弱い。都市の商業利益集団を疎遠にする
ことなく、衰退しているセクターにある農業の改革
は、平和的な手段により達成できる。そして、明確
に区別できる階級は変化のために協働できると主張
していた」（27）。トリエニオを経験してきた党のリー
ダーたちは「協力、妥協、分別」が必要であると認
めていた（28）。この言葉は重い。エジプトの同胞団を
見るに、他の党に譲るということをしなかった。そ
のため、最後になって味方に付く者はいなかった。
移行期には仲間を見つけることが重要で、たとえ自
分たちが十全であったとしても、譲ることによって
体制を安定化させることが肝要なのだ。 
 プントフィホ協定に付け加えて、原則及び政府最
低 限 計 画 声 明 （ Declaración de Principios y 
Programa Mínimo de Gobierno）が 3人の大統領候
補者により署名された。誰が勝ってもプントフィホ
協定と原則及び政府最低限計画声明を守るというこ
とであった。まず、プントフィホ協定については、
「(1)誰が統治するかを決めることについて、唯一合
法的手段として選挙を尊重する。(2)新しい民主的な
体制の初めの年に、反目が悪化するのを避けるため
「挙国一致内閣」又は連立政権を形成する。(3)共通
かつ最低限の政府の計画を入念に作り上げる一方で、
共通でないものについては、公然と、しかし、雅量
ある態度で討論する、ということに合意した。政府
最低限計画は 1959 年の最初の選挙の勝者に関係な
く従われるもので、(1)民主的な憲法の入念な作成、
(2)国の天然資源の発展における国家の役割、(3)国
家の将来の発展にあって、外国の民間資本の役割の
尊重、(4)工業と農業の発展のための経済計画、(5)
農地改革、(6)国家と外国所有の石油会社間の関係の
見直し、(7)労働者と労組の権利の適切な擁護、(8)
忠実で非政策決定機関としての軍の現代化を約束し
ていた」（29）。さらに、この最低限計画で「各政党は、
外国と地元の民間資本の蓄積に基づいた発展モデル
を 受 け 入 れ る こ と 、 ベ ネ ズ エ ラ 開 発 公 社
（Corporación Venezolana de formento）を通して
民間セクターに補助金を支給すること、そして地元
の生産者に関税による保護を与えることを同意した」
（30）。さらにこの最低限計画の農地改革には補償金が
付くということで地主を安心させ、「財産の徴収や国
有化を認めていなかった」（31）。だから外国の石油会
社の国有化の問題は起こらなかった。これらの具体
的な内容を盛り込んだ協定と声明なくしては民主化
の安定は不可能であった。要するに、ベタンクール
は譲ったのだ。譲るというのがトリエニオの教訓だ
った。さらに軍についても、ペレス・ヒメネス時代
に犯した軍の悪行は大赦が認められ、軍のリーダー
を裁判にかけないということにした。これは後のブ
ラジル、ウルグアイの例にも見られる（32）。そもそも
軍は兵舎に帰りたがっていた。 
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 プントフィホ協定は選挙結果に比例して権力を共
有し、さらに誰が勝ったかに関係なく、国家の事業
と契約へのアクセスや猟官制により、パイの分け前
を保証していた（33）。ただ、COPEI と URD は AD が主
導権をとるのを恐れて、教会、石油会社、軍の実質
的な同盟者となった（34）。COPEI 自体も変わった。1948
年以降、COPEI の最も声高な批判者たちが COPEI を
離れた。その結果、柔軟になることができ、教会の
好戦的な擁護者を抑制することができた（35）。それに
連立政権に共産党が排除されたことで安堵したこと
も事実である。教会は法的位置を改められ、1964年
には教会支援法ができて、政府からの財政支援を得
た。さらにカトリックの教育の役割を尊重すること
も約された（36）。この協定により、企業には仕事が与
えられ、大陸で最も安い税金になり、労働連合と与
党との話し合いで賃上げが抑制されたとはいえ、国
民はラテンアメリカで最も高い賃金、そして食糧補
助金を得ることができた（37）。プントフィホ協定と最
低限計画は営利の権利と統治の権利との交換であり
（38）、「労働者は資本主義を受け入れ、資本家は民主
主義を受け入れ、それぞれがより戦闘的になるのを
控える」ことができた（39）。テリー・リン・カールが
言うには、これができたのは左翼も右翼も強力では
なかったからだ。つまり、石油ドルのために通貨が
過大評価され、そのために安い農産物が入り、国内
農業が衰退し、地主は力を失っていった。労働者階
級はゆっくりと登場するが、中間階級は急速に成長
した。つまり、移行は構造的に有利だったためで、
このコーポラティスト国家を支えたのは石油だった
という（40）。 
 但し、これには代償があった。先にも記した通り、
ベタンクールが動員戦略を放棄したことで、国内に
彼が不在の間、地下で活動してきた AD の青年部や共
産党の反発を招いたのである。1960 年 4 月に AD の
すべての青年部が ADを去った。そして、彼らはラテ
ンアメリカで最大のゲリラ運動をすることになった
（41）。ただ、ゲリラ戦争の脅威があることから、1960
年代の ADは穏健化の道を進むことになる（42）。 
 
§５. エジプト 
 紙幅の関係上、エジプトについては簡略に述べる
にとどめざるを得ない。エジプトに関しては、鈴木
恵美の論文、著書が興味深いが、中でも『エジプト
革命－軍とムスリム同胞団、そして若者たち』（中公
新書）が出色の出来である。ムバラク退陣からシシ
のクーデターに至る過程が実に丁寧に書かれている。
以下は鈴木のこの本に沿って進めることにする。 
 ムバラクが軍最高評議会に権力を委譲したことに
は、何の法的根拠もなかった。この本から読み取れ
るのは、軍には二つの心があったように見えるとい
うことだ。一つには、軍は自分たちの権利・利権を
取って、面倒な政治から早く退きたいという意識。
もう一つは、そうはいっても最後の国家の守護神は
軍であるという意識である。移行政治に関して、本
稿なりに整理すると以下の様になるだろう。①軍は
シビリアンコントロールを嫌がった、②同胞団は軍
と利権を分かち合ってもよいと譲歩をしている、③
移行期に国家に資金がなかった、④同胞団は移行期
に仲間を作らなかった。 
①について。軍はシビリアンコントロールを徹底
して嫌がり、結局は②とも関係するが、ムルシー時
代の憲法 195 条で、国防大臣は軍人が任命されるこ
とになり、197 条で国家防衛会議が設立されても、
防衛費については議会で討論されることはない（43）。
しかしながら、いずれ同胞団は軍の利権に切り込ん
で来ると考え、軍としては油断できなかった（44）。②
について。従って、同胞団は軍を抱き込むために、
憲法で譲歩し、加えて 2 年間に県知事を 26 県中 10
県に軍・警察出身者をあてがった。同胞団は知事職
を分け合ったが、野党にあてがうことはなかった（45）。
③について。ベネズエラではララサバル暫定政権時
代の緊急計画に石油ドルを使うことができたが、エ
ジプトの移行期には手持ちの資金はなかった。ムル
シー政権は公務員給料を 15％値上げし、これが経済
悪化の一因ともなった。さらに IMF からの有利な資
金融資も、すべての政治勢力が反対した。一つには
イスラム法は利子を禁じているからだが、融資は増
税を条件にしていたからでもあった。だからついに
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実行できなかった。2011 年 11 月には財政破綻寸前
まで行った（46）。④について。議会選挙を進めるに当
たって 15の政党で「エジプトのための民主同盟」を
作った。しかし、主導権を自由公正党つまり同胞団
が握り、軍との交渉で同胞団の望む通りの選挙制度
を作った。この間、同胞団の独断的な態度のせいで、
諸政党がこの同盟から次々と離れて行った（47）。さら
にフェアモント合意では、大統領選挙で決選投票に
なれば、青年勢力やリベラルはムルシーに投票する
ことになっていた。このフェアモント合意には条件
があって、それは首相を同胞団から出さないという
ことだったが、選ばれた人物は、青年勢力やリベラ
ルからすれば裏切りに見えた(48)。さらに 2011 年 11
月 22 日、司法を掌握する憲法宣言をムルシーが出し
たことで、司法を敵に回した（49）。リベラルも政権へ
の協力を断り、青年勢力も反ムルシーとなり、シシ
がクーデターを起こしても、ヌール党も警察も司法
も次々と反ムルシーになって行った（50）。 
 
§６.結語にかえて 
軍人が職業軍人になろうとしない国では、民主化
移行はかなり難しい。同胞団も軍を抱き込もうと譲
歩した。そして、資金不足があった。民主化移行に
は、民主化してよかったという思いと少なくとも生
活が悪化することはないという安堵感がどうしても
必要だ。東欧の民主化の安定は、国家が福祉を削る
ことがなかったことが移行安定の一つの理由と考え
てよい。 
惜しまれるのは、同胞団は移行期に仲間を作るこ
とがなかった。隙を見せれば、軍が同胞団の利益を
掠め取るという心配もあったし、だからこそ仲間内
でしっかりと身を固めておく必要もあった(51)。しか
しながら、軍と対峙するにはなおさらのこと、同盟
者が必要なのだ。少なくとも敵対者を少なくしてお
かなければならい。ベネズエラでは対照的に ADはト
リエニオ時代の反省をし、1958年からの移行期には
軍、ビジネス、教会に譲歩し、敵を作らなかった。 
オドネルとシュミッターは以下の様に言っている。
「移行期の成功は、軍のリーダーだけでなく、文民
のリーダーがルールと相互保証についての暫定的協
定に至るだけの想像力、勇気、そして自発性を持っ
ているかどうかに、いっそう左右されるだろう」（52）。 
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